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JCBA 構造計算適合性判定部会

構造計算適合性判定制度当初から増加した審査・業務内容

（１）制度当初（2007 年）から増加した審査・業務内容

    制度当初から増加した審査・業務内容 補足説明 時期

１．制度発足前後
① 件数見込の相違

（予想 7 万件→実際 2 万件以下）
①見込み件数に基
づき体制を整備し
た適判機関がその
後の収支改善に苦
慮した

①②2006 年
～2007 年

② 15 年の図書保存の義務が、モデル試算の後で決定
（試算時は５年の図書保存）

２．受付時の審査等に係ること
① 申請書の記載内容の確認

（建築主事等からの判定の求め→建築主からの適判申請）
② 一級建築士、構造一級建築士の有効性の確認
③ 構造設計一級建築士の関与の有無の確認
④ 安全証明書の確認
⑤ 正本・副本の整合確認
⑥ 確認機関の質疑回答書の把握
⑦ 追加説明書の正本・副本の整合確認
⑧ 副本図書の送付作業、費用
⑨ 適判対象か否かの照会
⑩ ルート２申請の引受可否照会
⑪ 申請者に対する手続きの案内
⑫ 請求書発行、振込確認等の請求に関する作業が増大

①～⑫法改正に
より、適判申請が
建築主からの直
接申請に変わっ
たことにより、適
判機関の新たな
業務が生じた。

①～⑫
2015 年 6 月

３．判定審査に係ること
① 特定天井の審査
② 積雪荷重の強化（積雪後の降雨を考慮した割増）

①②技術基準の
改正

①2013 年
②2019 年

③ 事前相談の増加
④ 事前審査の実施（手戻り防止、電子化推進のため）

⑤ 図書の完成度が低く、確認審査を経ていないので、適判で
構造図、計算書の整合を確認

⑥ 申請書、図書の不足不備対応（構造設計者の不慣れ、意匠
と構造の連携不足）

⑦ 消防同意・確認審査の進捗確認、連絡作業
⑧ 建築主事等との物件の進捗情報共有
⑨ 個々の設計者に対する問合わせや連絡

③④手戻り防止、
円滑化のため必
要
⑤⑥完成度の低
い申請図書の提
出が増加

⑦～⑨設計者に
対する直接の応
対の増加

③④
2015 年 6 月

⑤ ⑥ 確 認 と
適 判 の 並 行
審査は 2010
年 6 月～
⑦～⑨
2015 年 6 月
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４．機関の管理体制業務
① 指定と委任の分離（指定権者と委任権者にそれぞれ申請）

② 内部監査
③ 体制見直し会議、マネジメントレビュー

①指定と委任両
方の手続きが必
要となった
②～③独立機関
としての体制整
備（業務規程）

①～③
2015 年 6 月

５．その他（社会経済情勢による支出の上昇）
① 人件費（判定員、判定補助員、事務職員等のベースアップ）

の上昇
・設計業務委託等技術者単価(国土交通省)全職種単純平均値

30,919 円(2007 年)→44,455 円(2023 年) 1.44 倍
URL：001587143.pdf (mlit.go.jp)

・最低賃金（東京都）
739 円(2007 年)→1,113 円(2023 年) 1.51 倍

URL：https://parttime00.com/saiteitingin/tokyo/
② 事務所賃借料の上昇
・東京のオフィス賃料予測(オフィス市場動向研究会)

  賃料指数 100(2010 年)→110.9(2021 年) 1.10 倍
    URL：https://www.reinet.or.jp/?p=29067

③ 運送料の値上げ
・例）ヤマト運輸（サイズ 100、関東発関東着）

  1,100 円(～2017.9)→1,530 円(2023.4～) 1.39 倍

④ 消費税率の引き上げ（5％→８％→10％）

⑤ 光熱水費の高騰
⑥ 消耗品費（紙、文房具）の上昇

①～⑥人出不足、
資源価格の高騰
等を背景とした
賃金等の上昇

③ ヤ マ ト 運 輸
「働き方改革」
の基本骨子を機
関決定
④税法の改正

①～③
各資料参照

④2014 年
2019 年

（２）制度当初（2007 年）から合理化した審査・業務内容

    制度当初から合理化した審査・業務内容 補足説明 時期
① １人判定の導入

② 電子申請の導入（郵送・印刷、保管料⇔初期投資、保守費）

①技術的助言（判
定業務の効率化）
②紙申請との併
存もあり、現時点
で効果はなし

①2007 年 12
月
②2020 年～


